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平成20年4月1日から平成21年3月31日まで

第 1 5 8 期 事 業 概 況

株主メモ  

事業年度
定時株主総会
基準日

単元株式数
株主名簿管理人

公告方法

上場金融商品取引所
証券コード

毎年４月１日から翌年３月31日まで
６月中
定時株主総会の議決権 3月31日
期末配当 3月31日
中間配当 9月30日
1,000株
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

東京証券取引所
9537

当社のホームページ（http://www.hokurikugas.co.jp）に掲載します。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載して行います。

〈上場株式配当等の支払いに関する通知書について〉
　租税特別措置法の平成20年改正(平成20年４月30日法律第23号）により、平成21年６月にお支払い
する配当金について、株主の皆さまに「支払配当金額」や「源泉徴収税額」等を記載した「支払通知書」を送
付することとなりました。
　配当金を配当金領収証にて受取られる株主さまは、来年の確定申告手続きにあわせて、平成21年末～
平成22年初に「支払通知書」を送付いたしますのでご覧ください。
　なお、口座振込を指定されている株主さまは、配当金をお受取の際に送付されている「配当金計算書」
が「支払通知書」となりますので、引続き確定申告の際の添付資料としてご使用ください。

北陸瓦斯株式会社
新潟市中央区東大通一丁目2番23号 
TEL  025-245-2211 
http://www.hokurikugas.co.jp 

環境マネジメントシステムの国際規格 
「ISO１４００１：２００４」の認証を取得しました。 

本社　新潟支社　長岡支社 

証券会社に口座をお持ちの場合 特別口座の場合
郵 便 物 送 付 先 〒168‒8507　東京都杉並区和泉２‒８‒４
電話お問い合わせ先 0120‒288‒324（フリーダイヤル）

お 取 扱 店

みずほ信託銀行株式会社
全国本支店

みずほインベスターズ証券株式会社
全国本支店

ご 　 注 　 意

未払配当金の支払、支払明細
発行については、右の「特別
口座の場合」の郵便物送付先
・電話お問い合わせ先・お取
扱店になります。

口座を開設されている証券会
社になります。

単元未満株式の買取・買増以外の売買は出
来ません。
株券電子化前に名義書換を失念してお手元
に他人名義の株券がある場合は至急ご連絡
ください。

北陸ガスは
「2009年トキめき新潟国体・
トキめき新潟大会」の
オフィシャルサポーターです。
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株主の皆さまへ

　株主の皆さまにおかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　平素は格別のご理解ご支援を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社では第158期（平成20年４月１日から平成21年3月31日まで）の決算を終えましたので、ここ
に第158期の事業概況をご報告申しあげます。

　当期におけるわが国経済は、米国金融機関の経営破たんに端を発した海外経済の急減速による輸出の大
幅な減少に加え、雇用・所得環境の悪化による個人消費の低下など、景気は急速に後退色を強めて推移い
たしました。
　ガス業界におきましても、原油価格は期後半から徐々に落ち着きを見せたものの、その余波は原料価格
の上昇となって継続し、加えて他熱源との競合が激化しており、特に家庭用市場におけるオール電化住宅
の攻勢が増すなど、事業環境は大変厳しいものとなっております。
　こうした情勢下にありまして、当社は総力をあげて都市ガスの普及拡大、事業基盤の強化および保安の
確保に取り組んでまいりました。
　部門別業績ならびに収支の状況につきましては、３頁以降に記載のとおりでありますが、当期の期末配
当金につきましては、経営効率化の進捗状況および財政状態、業績を勘案のうえ、普通株式１株につき７
円とさせていただきました。

　次に会社が対処すべき課題について申しあげます。
　日本経済は、企業収益の悪化に伴う設備投資の落ち込みなどから、今年度におきましても景気の低
迷が続くものと予想されます。当社においても、それらによるガス需要の減退が懸念されます。
　このような状況のなか、当社は、お客さまから信頼され選択していただける企業であるために、経
営全般にわたる効率化に努め市場対応力のあるガス料金施策を推進するとともに、「ガスのある暮ら
しの素晴らしさ」を「ウィズガス」というコンセプトワードにこめて広く訴求し、お客さまとのコミュ
ニケーション促進に努めてまいります。
　激しさを増すエネルギー大競争を勝ち抜くために、家庭用ガス市場では、オール電化攻勢への対抗
策として、すべてのバーナーに安全センサーが搭載された「Ｓｉセンサーコンロ」を積極的にＰＲし
てまいります。また、ガスに関する最新情報をすべてのお客さまにお届けする「フェイス・トゥ・フェ
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イス訪問」をさらに強化するとともに、お客さまに多くの最新型ガス機器を体験していただけるガス
ホールの活用や各種イベントへの出展を通じてガスの良さを積極的にＰＲしてまいります。商業用、
その他用ガス市場では、コージェネレーションシステムの普及を中心としたソリューション型の営業
を展開することにより需要開発に取り組んでまいります。工業用ガス市場では、環境面、価格面での
ガスの優位性をＰＲしてまいります。
　ガス供給基盤の整備としては、昨年１月から実施しております熱量変更作業が長岡と三条地区で完
了いたしました。今後は、残る新潟地区の熱量変更作業を総力をあげて実施してまいります。
　保安強化の面では、お客さまから安心してガスをご使用いただくため、安全型ガス機器の普及促進
や経年ガス管取替を継続的かつ積極的に推進してまいります。また、昨年発生した各種事故を受けて、
従業員および工事関係者が再発防止策を忠実に実行し、保安の確保に努めてまいります。災害対策と
しては、過去の自然災害を教訓としたガス導管網の即時遮断システムの構築を引き続き行ってまいり
ます。
　また、当社は今後も企業活動のあらゆる場面において、企業倫理の向上、法令遵守の徹底を図り、
社会的責任を確実に果たしてまいります。
　なお、当社は本年３月、長岡市が運営しております越路、三島、与板、栃尾地域のガス事業につき
まして、譲受けに関する契約をいたしました。今後は、本年10月１日の事業譲受けに向け、保安体制
の整備や営業窓口の充実など、万全の受け入れ体制を整え、円滑な譲受けを目指し最大限の努力を払っ
てまいります。
　株主の皆さまには、なにとぞ当社の現状をご賢察くださいまして、今後とも変わらぬご支援ご鞭撻
を賜りますようお願い申しあげます。
　
　平成 21 年 ６ 月

取締役社長
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業績の概況

〈ガス販売〉
　当期末のお客さま件数は、期中に1,551件増加して、前期比0.5％増の344,044件となりました。
　ガス販売量は、前期比2.4％減の336,417千㎥となりました。用途別では、家庭用ガス販売量は、期中を通
じて概ね気温が高めに推移し給湯需要等が減少したことから、前期比4.6％減の156,182千㎥となりました。
業務用（商業用、工業用、その他用）ガス販売量は、家庭用と同様な状況に加え、お客さま設備の稼働が
減少したことから、前期比0.4％減の180,235千㎥となりました。
　ガス売上高につきましては、ガス販売量が減少したものの、原料費調整制度に基づくガス料金単価の引
上げがあったことから、前期比2.7％増の293億１百万円となりました。

〈ガス工事〉
　受注工事収益につきましては、戸建住宅の着工減・集合住宅の竣工減等により、前期比6.6％減の12億67
百万円となりました。

〈ガス機器〉
　器具販売収益につきましては、戸建住宅の着工減等により、家庭用ガス器具の販売が減少したことから、
前期比4.3％減の29億54百万円となりました。

〈総売上高および収支の状況〉
　以上の結果、当期の総売上高は、前期比1.7％増の335億33百万円となりました。
　費用面につきましては、ＬＮＧ価格の高騰等に伴う原料費および熱量変更費用の増加などから、前期比
3.2％増の332億29百万円となりました。
　その結果、営業外収益および営業外費用を加えた経常利益は前期比53.7％減の４億46百万円、当期純利益
は前期比67.1％減の２億89百万円となりました。
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■総売上高
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計算書類

（単位：百万円）

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■貸借対照表

資産の部 当期末
（H21.3.31）

前期末
（H20.3.31）

固 定 資 産 37,294 39,143

有 形 固 定 資 産 33,845 34,718

製 造 設 備 617 690

供 給 設 備 31,021 32,535

業 務 設 備 1,074 1,159

建 設 仮 勘 定 1,131 333

無 形 固 定 資 産 1,040 1,389

鉱 業 権 0 0

ソ フ ト ウ ェ ア 1,024 1,371

その他無形固定資産 15 17

投 資 そ の 他 の 資 産 2,408 3,035

投 資 有 価 証 券 1,802 2,441

関 係 会 社 投 資 311 312

出 資 金 0 0

長 期 前 払 費 用 202 174

そ の 他 投 資 91 107

貸 倒 引 当 金 △0 −

流 動 資 産 5,018 4,352

現 金 及 び 預 金 1,220 600

受 取 手 形 258 241

売 掛 金 2,407 2,468

関 係 会 社 売 掛 金 5 6

未 収 入 金 263 219

製 品 51 46

原 料 6 5

貯 蔵 品 367 367

前 払 費 用 0 0

関係会社短期債権 40 42

繰 延 税 金 資 産 315 325

そ の 他 流 動 資 産 91 38

貸 倒 引 当 金 △10 △10

繰 延 資 産 1,296 401

開 発 費 1,296 401

資 　 産 　 合 　 計 43,609 43,896

負債の部 当期末
（H21.3.31）

前期末
（H20.3.31）

固 定 負 債 5,511 4,970

長 期 借 入 金 3,824 2,729

繰 延 税 金 負 債 37 131

退 職 給 付 引 当 金 613 1,017

役員退職慰労引当金 311 296

ガスホルダー修繕引当金 724 796

流 動 負 債 5,861 6,201

１年以内に期限到来の固定負債 994 1,009

買 掛 金 1,983 1,933

短 期 借 入 金 − 300

未 払 金 732 693

未 払 費 用 945 983

未 払 法 人 税 等 161 374

前 受 金 520 343

預 り 金 20 20

関係会社短期債務 502 529

役 員 賞 与 引 当 金 − 12

そ の 他 流 動 負 債 − 2

負 債 合 計 11,373 11,171

純資産の部 当期末
（H21.3.31）

前期末
（H20.3.31）

株 主 資 本 31,518 31,614

資 本 金 2,400 2,400

資 本 金 2,400 2,400

資 本 剰 余 金 21 21

資 本 準 備 金 21 21

その他資本剰余金 − 0

利 益 剰 余 金 29,111 29,205

利 益 準 備 金 600 600

その他利益剰余金 28,511 28,605

固定資産圧縮積立金 40 41

固定資産圧縮特別勘定積立金 115 120

別 途 積 立 金 26,100 26,100

繰越利益剰余金 2,255 2,343

自 己 株 式 △13 △11

自 己 株 式 △13 △11

評 価・換 算 差 額 等 717 1,110

その他有価証券評価差額金 717 1,110

その他有価証券評価差額金 717 1,110

純 資 産 合 計 32,235 32,724

負 債 純 資 産 合 計 43,609 43,896
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■損益計算書
（単位：百万円）

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

費　用 当期
（H20.4〜H21.3）

前期
（H19.4〜H20.3）

売 上 原 価 16,146 14,425

期 首 た な 卸 高 46 43

当 期 製 品 製 造 原 価 4,924 4,881

当 期 製 品 仕 入 高 11,265 9,576

当期製品自家使用高 39 29

期 末 た な 卸 高 51 46

（ 売 上 総 利 益 ） （13,155） （14,097）

供 給 販 売 費 10,958 11,323

一 般 管 理 費 1,996 2,083

（ 事 業 利 益 ） （199） （690）

営 業 雑 費 用 4,127 4,356

受 注 工 事 費 用 1,235 1,312

器 具 販 売 費 用 2,892 3,043

（ 営 業 利 益 ） （303） （784）

営 業 外 費 用 93 62

支 払 利 息 65 59

投資有価証券評価損 23 −

雑 支 出 4 3

経 常 利 益 446 963

税 引 前 当 期 純 利 益 446 1,383

法 人 税 等 − 195

過 年 度 法 人 税 等 18 −
法 人 税 等 調 整 額 137 306

当 期 純 利 益 289 881

合 　 　 　 　 計 33,769 33,635

収　益 当期
（H20.4〜H21.3）

前期
（H19.4〜H20.3）

製 品 売 上 29,301 28,522

ガ ス 売 上 29,301 28,522

営 業 雑 収 益 4,231 4,450

受 注 工 事 収 益 1,267 1,356

器 具 販 売 収 益 2,954 3,086

そ の 他 営 業 雑 収 益 9 7

営 業 外 収 益 236 241

受 取 利 息 2 2

受 取 配 当 金 60 58

導 管 修 理 補 償 料 22 32

受 取 賃 貸 料 70 78

雑 収 入 80 69

特 別 利 益 − 419

固 定 資 産 売 却 益 − 235

投資有価証券売却益 − 184

合 　 　 　 　 計 33,769 33,635



7

連結計算書類

（単位：百万円）

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■連結貸借対照表

資産の部 当期末
（H21.3.31）

前期末
（H20.3.31）

固 定 資 産 43,537 45,791

有 形 固 定 資 産 38,446 39,575

製 造 設 備 617 690

供 給 設 備 34,297 36,026

業 務 設 備 1,316 1,387

そ の 他 の 設 備 1,059 1,126

建 設 仮 勘 定 1,155 344

無 形 固 定 資 産 1,124 1,521

その他無形固定資産 1,124 1,521

投 資 そ の 他 の 資 産 3,966 4,694

投 資 有 価 証 券 2,709 3,405

長 期 貸 付 金 199 348

繰 延 税 金 資 産 622 535

そ の 他 投 資 439 410

貸 倒 引 当 金 △4 △5

流 動 資 産 9,624 8,842

現 金 及 び 預 金 3,159 2,410

受取手形及び売掛金 3,216 3,533

有 価 証 券 300 200

た な 卸 資 産 − 1,812

貯 蔵 品 496 −

未 成 工 事 支 出 金 1,544 −

繰 延 税 金 資 産 381 408

そ の 他 流 動 資 産 542 503

貸 倒 引 当 金 △17 △27

繰 延 資 産 1,296 401

開 発 費 1,296 401

資 　 産 　 合 　 計 54,458 55,034

負債の部 当期末
（H21.3.31）

前期末
（H20.3.31）

固 定 負 債 8,379 7,865

長 期 借 入 金 5,733 5,004

繰 延 税 金 負 債 37 131

退 職 給 付 引 当 金 825 1,216

役員退職慰労引当金 649 591

ガスホルダー修繕引当金 887 921

そ の 他 固 定 負 債 245 −

流 動 負 債 8,027 8,607

1年以内に期限到来の固定負債 1,358 1,373

支払手形及び買掛金 2,880 3,044

短 期 借 入 金 − 300

未 払 法 人 税 等 301 459

役 員 賞 与 引 当 金 4 16

そ の 他 流 動 負 債 3,482 3,413

負 債 合 計 16,407 16,472

純資産の部 当期末
（H21.3.31）

前期末
（H20.3.31）

株 主 資 本 35,590 35,483

資 本 金 2,400 2,400

資 本 剰 余 金 21 21

利 益 剰 余 金 33,183 33,074

自 己 株 式 △13 △11

評 価・換 算 差 額 等 717 1,111

その他有価証券評価差額金 717 1,111

少 数 株 主 持 分 1,742 1,966

純 資 産 合 計 38,051 38,562

負 債 純 資 産 合 計 54,458 55,034
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■連結子会社（５社）
北陸天然瓦斯興業㈱、北陸ガスエンジニアリング㈱、
北陸ガスリビングサービス㈱、蒲原瓦斯㈱、北栄建設㈱

■連結損益計算書
（単位：百万円）

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

費　用 当期
（H20.4〜H21.3）

前期
（H19.4〜H20.3）

売 上 原 価 27,282 25,721

（ 売 上 総 利 益 ） （15,938） （16,828）

供給販売費及び一般管理費 15,201 15,792

供 給 販 売 費 12,504 12,973

一 般 管 理 費 2,697 2,819

（ 営 業 利 益 ） （737） （1,036）

営 業 外 費 用 160 116

支 払 利 息 91 88

損 害 賠 償 金 31 −

投資有価証券評価損 23 −

そ の 他 14 27

経 常 利 益 888 1,176

特 別 損 失 47 −

退 職 特 別 加 算 金 47 −

税金等調整前当期純利益 840 1,595

法人税、住民税及び事業税 187 300

法 人 税 等 調 整 額 70 394

少 数 株 主 利 益（ 減 算 ） 89 △32

当 期 純 利 益 493 933

合 　 　 　 　 計 43,532 43,226

収　益 当期
（H20.4〜H21.3）

前期
（H19.4〜H20.3）

売 上 高 43,221 42,550

営 業 外 収 益 311 255

受 取 利 息 19 17

受 取 配 当 金 50 48

導 管 修 理 補 償 料 67 32

受 取 賃 貸 料 54 54

そ の 他 119 101

特 別 利 益 − 419

固 定 資 産 売 却 益 − 235

投資有価証券売却益 − 184

合 　 　 　 　 計 43,532 43,226
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トピックス

■長岡市ガス事業の譲受け

　平成21年２月20日、当社は長岡市と、同市が運営しております長岡市越路、三島、与板、栃尾地域
のガス事業譲渡に関する契約（仮契約書）を締結いたしました。平成21年３月27日には長岡市議会に
おいてガス事業譲渡についての議案が可決されたことにより、同仮契約は本契約となりました。
　今後は、平成21年10月１日の事業譲受けに向け、保安体制の整備や営業窓口の充実など、万全の受
け入れ体制を整え、円滑な譲受けを目指し最大限の努力を払ってまいります。

北陸ガスと長岡市ガス事業の位置関係	

与板地域

栃尾地域

JR長岡駅

北陸ガス長岡支社

三島地域

越路地域

信濃川

長岡市供給区域
北陸ガス供給区域

※実線は合併前の旧市町村界を示します。

供 給 区 域　�長岡市越路地域、三島地域、与板地域、
栃尾地域

供 給 戸 数　13,689 件（メーター取付数）
ガス販売量　16,151 千㎥（41.8605MJ 換算）
ガス売上高　1,325 百万円

（写真㊧ 長岡市水道局 樋口局長　㊨ 当社 敦井社長）

長岡市ガス事業の概要（平成19年度実績）	
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　長岡・三条地区において平成 20 年１月から進めてまいりました熱量変更作業は、平成 21 年２月
10 日に「13 Ａガス」への切り替えを行い、その後の点検作業を経て、平成 21 年３月末をもって完了
いたしました。
　当社では 13 Ａガスへの切り替えを機に、さらに都市ガスの安定供給を図るとともに、お客さまに
安心してガスをお使いいただけるよう、保安の確保とサービス向上に努めてまいります。
　なお、新潟地区の熱量変更作業については、平成 23 年１月の完了を目指して現在作業を進めており、
今後も協力会社を含め、北陸ガスグループの総力を挙げて熱量変更作業を実施してまいります。

　お客さまの保有しているガス機器が 13 Ａガス
に対応するか１台１台確認し、12 Ａ専用機器に
ついては部品交換等の調整作業を実施しました。
　その後、本年２月２日より供給ガスの切替作業
を開始し、２月 10 日に両地区のガスグループを
13 Ａに変更しました。

熱量変更作業の様子（長岡・三条地区）	

熱量変更作業リポート　〜新たな炎で未来を拓く　13A〜
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こんな時にも自動でストップ

安全性はバツグンです

コンロもグリルも万が一消し忘れても、
一定時間で自動消火してくれます。

揚げ物調理時に
油が約250℃になったとき

鍋の焦付きを
感知したとき

煮こぼれで
火が消えたとき

ポイント１ ポイント2

ポイント3

Siセンサーコンロならどんな鍋も使えます。
IHクッキングヒーターでは使えない鍋も、
ガスならあきらめる必要がありません。
※オールメタル対応のIHクッキングヒーターもあ
りますが、効率が下がります。

豊富なカラーバリエーションでお好みの
キッチンを演出します。

Siセンサーコンロはこんなに“あんしん”

 ３つのおすすめアイテム
快適で環境にやさしい暮らしを実現するウィズガス住宅

　快適な生活を支えていく上で不可欠になるのが住宅設備です。北陸ガスでは、快適かつ地球環境とエネルギー
を考えた“ガスのある豊かな暮らし”の実現のために「 」の３つのアイテムをおすすめします。

商品のご案内
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ガスで発電して
その時に出る熱を、
給湯・暖房に利用する
システムです。

見た目は普通の給湯器ですが
燃焼後の排気ガスの熱を
再利用することで
熱効率を高めた給湯器です。
給湯はもちろん、暖房もできる
タイプもあります。

使う場所で発電するから
エネルギーを無駄なく利用。
従来の機器と比べ、
CO2を約30％削減
できます。

環境にやさしい

ご家庭で使用する電気の
約40～45％を
エコウィルで発電した
電気でまかないます。
※4人家族での想定で試算

電気代も節約

家中でご使用になる
ガス料金がお安くなる

「湯～たるエコプラン」が
ご利用いただけます。

と

ガス料金も割安に

2

3

エコジョーズは効率が高い

（従来品との比較）
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会社の概要（平成21年3月31日現在）

	 大正2年6月2日

	 240億円

	 96, 0000千株

	 48, 0000千株

	 2, 6530名□

１.都市ガスの製造、供給および販売

２.ガス受注工事の施工

３.ガス機器の販売

	 3680名□

設 立

資 本 金

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株 主 数

主要な事業内容

従 業 員 数

新潟市中央区東大通一丁目2番23号

新潟市中央区附船町一丁目4401番地

新潟市中央区古町通七番町999番地

長岡市西神田町二丁目1番地2

三条市北中1番8号

長岡市大手通一丁目4番地3

本 社

新 潟 支 社

古町ガスホール

長 岡 支 社

三条事務所

長岡ガスホール

■事業所

敦　井　榮　一

稲　葉　俊　光

小 林 信 治

今 井 眞 哉

佐 藤 雄 三

小　林　宏　一

小 島 国 人

敦 井 一 友

谷　　 県 一

杉　野　良　介

鶴　巻　克　恕

唐　橋　玄　明

取 締 役 社 長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

■取締役および監査役

■供給区域

黒鳥供給所 

関屋工場 

新潟支社／電算センター 

三条事務所 
嵐南工場 

蔵王工場 

事業所 

供給区域 

■凡例 
他社導管 

高速道路 

豊栄供給所 

山の下工場 
大形供給所 

東港工場 

技術センター／長潟供給所 

内野供給所 

加茂供給所 

長岡支社 

西長岡工場 

本社 

供給区域マップ 

（平成21年6月26日現在）
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株式の状況（平成21年3月31日現在）

■大株主

■株価および出来高の推移

■所有者別株式分布状況

株主名 所有株数
（千株）

敦井産業株式会社

財団法人北陸瓦斯奨学会

財団法人敦井奨学会

第一生命保険相互会社

ビービーエイチフオーフイデリテイー
ロープライスストツクフアンド

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（管理信託口・79211）

三菱商事株式会社

新潟ヒューム管株式会社

株式会社第四銀行

三条信用金庫

5,075

3,477

2,105

1,811

1,700

1,607

1,531

1,495

1,371

1,182

持株比率
（%）

10.57

07.24

04.38

03.77

03.54

03.34

03.18

03.11

02.85

02.46

金融機関
18.0％

金融商品
取引業者
0.1％

その他
国内法人
39.2％外国法人等

4.4％

個人その他
38.3％

1,000 

800 

600 

400 

200 

0 
19年平成18年 20年 21年

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 
千株 

1,000 

800 

600 

400 

200 

0 
千株 

600 

500 

400 

300 

200 

円 
600 

500 

400 

300 

200 

円 

 高値 
 終値 

 始値 
 安値 

 高値 
 始値 

 終値 
 安値 

※ローソク足の見方 



北陸瓦斯株式会社 

株主の皆さまへ 

平成20年4月1日から平成21年3月31日まで

第 1 5 8 期 事 業 概 況

株主メモ  

事業年度
定時株主総会
基準日

単元株式数
株主名簿管理人

公告方法

上場金融商品取引所
証券コード

毎年４月１日から翌年３月31日まで
６月中
定時株主総会の議決権 3月31日
期末配当 3月31日
中間配当 9月30日
1,000株
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

東京証券取引所
9537

当社のホームページ（http://www.hokurikugas.co.jp）に掲載します。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載して行います。

〈上場株式配当等の支払いに関する通知書について〉
　租税特別措置法の平成20年改正(平成20年４月30日法律第23号）により、平成21年６月にお支払い
する配当金について、株主の皆さまに「支払配当金額」や「源泉徴収税額」等を記載した「支払通知書」を送
付することとなりました。
　配当金を配当金領収証にて受取られる株主さまは、来年の確定申告手続きにあわせて、平成21年末～
平成22年初に「支払通知書」を送付いたしますのでご覧ください。
　なお、口座振込を指定されている株主さまは、配当金をお受取の際に送付されている「配当金計算書」
が「支払通知書」となりますので、引続き確定申告の際の添付資料としてご使用ください。

北陸瓦斯株式会社
新潟市中央区東大通一丁目2番23号 
TEL  025-245-2211 
http://www.hokurikugas.co.jp 

環境マネジメントシステムの国際規格 
「ISO１４００１：２００４」の認証を取得しました。 

本社　新潟支社　長岡支社 

証券会社に口座をお持ちの場合 特別口座の場合
郵 便 物 送 付 先 〒168‒8507　東京都杉並区和泉２‒８‒４
電話お問い合わせ先 0120‒288‒324（フリーダイヤル）

お 取 扱 店

みずほ信託銀行株式会社
全国本支店

みずほインベスターズ証券株式会社
全国本支店

ご 　 注 　 意

未払配当金の支払、支払明細
発行については、右の「特別
口座の場合」の郵便物送付先
・電話お問い合わせ先・お取
扱店になります。

口座を開設されている証券会
社になります。

単元未満株式の買取・買増以外の売買は出
来ません。
株券電子化前に名義書換を失念してお手元
に他人名義の株券がある場合は至急ご連絡
ください。

北陸ガスは
「2009年トキめき新潟国体・
トキめき新潟大会」の
オフィシャルサポーターです。




